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２４ 役務 
省エネルギー診断 判断基準 

○表１に掲げる技術資格を有する者若しくはこれと同等と認められる技能を

有する者が、庁舎等における設備等の稼働状況、運用状況並びにエネルギ

ー使用量その他必要な項目について調査・分析を行い、それらの結果に基

づき、表２の内容を含む省エネルギー対策に係る設備・機器の導入、改修

及び運用改善について提案が行われるものであること。 

 
表１ 

一級建築士 

一級建築施工管理技士 

一級電気工事施工管理技士 

一級管工事施工管理技士 

技術士（建設、電気・電子、機械、衛生工学、環境） 

エネルギー管理士 

建築設備士 

電気主任技術者 

 

表２ 

過去３年間程度のエネルギー消費実績及び光熱水費実績、設備の保有と稼動状況 

設備・機器ごとのエネルギー消費量の実績又は推計及び推計根拠 

エネルギー消費量に関するベースラインの推定と推定根拠 

設備・機器の導入、改修に伴う省エネルギー量の推計及び推計根拠 

運用改善項目及びそれらに伴う省エネルギー量の推計及び推計根拠 

設備・機器の導入、改修に伴う必要投資額及びその投資額に関する推定根拠 

 

 

判断基準 

○庁舎又は敷地内において委託契約等により営業している食堂にあっては、

次の要件を満たすこと。 

 ①生ゴミを減容及び減量する等再生利用に係る適正な処理が行われるもの

であること。 

 ②繰り返し利用できる食器が使われていること。 

食堂 

配慮事項 

①生ゴミ処理機等による処理後の生成物は肥料化、飼料化又はエネルギー化

等再生利用されるものであること。 

②生分解性の生ゴミ処理袋又は水切りネットを用いる場合は、生ゴミと一緒

にコンポスト処理すること。 

③食堂で使用する食材は、地域の農林水産物の利用の促進に資するも 

のであること。 

備考）１ 会議等において提供される飲物等を庁舎又は敷地内において委託契約等により営業している

食堂・喫茶店等の飲食店から調達する場合は、本項の判断基準を準用する。 

   ２ 配慮事項③における「地域の農林水産物の利用」とは、「地域資源を活用した農林漁業者等

による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（平成22 年法律第67 

号）第25 条の趣旨を踏まえ、国内の地域で生産された農林水産物をその生産された地域内に

おいて消費すること及び地域において供給が不足している農林水産物がある場合に他の地域で

生産された当該農林水産物を消費することをいう。 
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判断基準 

①自動車リサイクル部品（リユース部品（使用済自動車から取外され、品質確

認及び清掃等を行い商品化された自動車部品をいう。）又はリビルド部品

（使用済自動車から取り外され、磨耗又は劣化した構成部品を交換、再組み

立て、品質確認及び清掃等を行い商品化された自動車部品をいう。）を使用

していること。 

②エンジン洗浄を実施する場合にあっては、以下の要件を満たすこと。 

 ア．大気汚染物質（炭化水素及び一酸化炭素）がエンジン洗浄実施前後にお

いて、20%以上削減されること。 

   なお、エンジン洗浄を実施すべき自動車の状態については、大気汚染物

質の発散防止のために通常必要となる整備の実施後において、炭化水素測

定器及び一酸化炭素測定器による炭化水素及び一酸化炭素の測定結果が、

表の区分ごとの値を超える場合とする。 

 イ．エンジン洗浄の実施直後及び法定 12 ヶ月点検において判断基準の効果

を確認し、通常必要となる整備が適切に実施されており、かつエンジン洗

浄実施前の測定値から 20%以上削減されていなかった場合、無償で再度エ

ンジン洗浄を実施する等の補償を行う体制が確保されていること。 

自動車整備 

配慮事項 

①製品の梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時の負

荷低減に配慮されていること。 

②エンジン洗浄の環境負荷低減効果に係る情報の収集・蓄積が図られているこ

と。また、エンジン洗浄に関する環境負荷低減効果や費用等に係る詳細な情

報提供を積極的に行うとともに、当該情報が開示されていること。 

③ロングライフクーラントの再利用に努めていること。 

④自動車整備に当たって、使用するエネルギーや溶剤等の資源の適正使用に努

め、環境負荷低減に配慮されていること。 

備考）１ 本項の判断基準①は、定期点検整備のほか、故障、事故等による自動車修理等を行うために、

自動車整備事業者等に発注する役務であって、部品交換を伴うもの（消耗品の交換を除く。）

を対象とする。 

２ 本項における「自動車」とは、普通自動車、小型自動車及び軽自動車（但し、二輪車は除

く。）をいう。 

３ 部品の種類により、商品のないもの又は適時での入手が困難な場合においては、新品部品の

みによる整備を無理に排除しないものとする。 

４ 本項の判断基準②の対象とする「エンジン洗浄」は、炭化水素測定器及び一酸化炭素測定器

による測定を伴う定期点検整備等を行うため自動車整備事業者等に発注する役務であって、表

の基準を超える場合に実施する自動車のエンジン燃焼室の洗浄により内部に蓄積されたカーボ

ン・スラッジ等を取り除くものをいう。 

５ 本項の判断基準②については、ガソリンを燃料とする普通自動車、小型自動車及び軽自動車

（２サイクル・エンジンを有するこれらのものを除く）を対象とする。 

６ 本項の判断基準②アのエンジン洗浄を実施すべき排出ガスの基準は、大気汚染防止法に基づ

く自動車排出ガスの量の許容限度（昭和 49 年 1月 21 日環境庁告示第 1号）による。 

７ エンジン洗浄を実施していない自動車整備事業者や自動車販売事業者からの当該作業の依頼

については、対応を図る体制が確保されていること。 

 

表 エンジン洗浄を実施すべき排出ガスの基準 

自動車の種類 一酸化炭素（CO） 炭化水素（HC） 

普通自動車、小型自動車 1％ 300ppm 

軽自動車 2％ 500ppm 
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判断基準 

①庁舎管理において使用する物品が特定調達品目に該当する場合は、判断基準を

満たしている物品が使用されていること。 

②当該施設において実施すべき、次のアからエに関する措置等を選定するととも

に、当該措置等に関連する設備・機器等の運転条件、計測頻度、保守・点検頻

度、方法等の管理基準に基づき、実施状況を施設管理者に毎月報告すること。 

 ア．温湿度の適切な設定及び管理がなされていること。 

 イ．照明効率を維持するための措置が講じられていること。 

 ウ．空気調和設備、熱源設備のエネルギー効率を維持するための措置が講じら

れていること。 

 エ．受変電設備、制御設備及び給排水衛生設備等について、適切な管理及び措

置が講じられていること。 

③常駐管理の場合にあっては、エネルギーの使用量、水の使用量又は廃棄物の排

出量について施設管理者に毎月報告し、前月比又は前年同月比で著しく増加し

た場合は、施設管理者に次の提案が行われるものであること。また、使用量及

び排出量が著しく減少した場合は、その要因についても検証すること。 

 ア エネルギー使用量が増加した場合は、その要因分析及びその分析結果を踏

まえた適切な省エネルギー対策（施設利用者と連携して行う省エネルギー対

策を含む。）。 

 イ 水の使用量が増加した場合は、その要因分析及びその分析結果を踏まえた

適切な節水対策（施設利用者と連携して行う節水対策を含む。）。 

 ウ 廃棄物の排出量が増加した場合は、その要因分析及びその分析結果を踏ま

えた適切な廃棄物排出抑制対策、省資源対策（施設利用者と連携して行う廃

棄物排出抑制対策、省資源対策を含む。）。 

④常駐管理以外にあっては、エネルギーの使用量、水の使用量及び廃棄物の排出

量が前月比又は前年同月比で著しく増加した場合は、施設管理者と協力してそ

の要因分析を行い、削減対策について提案が行われるものであること。また、

使用量及び排出量が著しく減少した場合は、その要因についても検証するこ

と。 

⑤庁舎管理に空気調和設備、熱源設備の維持管理を含む場合にあっては、冷媒と

して用いられるフロン類の漏えいの防止のための適切な措置が講じられている

こと。 

庁舎管理 

配慮事項 

①エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）に基づく

「工場又は事業場におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の

基準（平成21年経済産業省告示第66号）」及び「工場等における電気の需要の

平準化に資する措置に関する事業者の指針（平成25年経済産業省告示第271

号）」を踏まえ、建築物衛生法に基づく建築物環境衛生管理基準等に配慮の

上、庁舎におけるエネルギーの使用の合理化及び電気の需要の平準化に資する

措置の適切かつ有効な実施が図られていること。 

②施設のエネルギー管理、使用実態に関する分析・評価に当たっては、各種管理

・評価ツールの活用に努めていること。 

③庁舎管理において使用する物品の調達に当たっては、特定調達品目に該当しな

い場合であっても、資源採取から廃棄に至るライフサイクル全体についての環

境負荷の低減に考慮するよう努めていること。 
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判断基準 

①植栽管理において使用する物品が特定調達品目に該当する場合は、判断基準を

満たしている物品が使用されていること。 

②病害虫予防として、適切な剪定や刈り込みを行って通風をよくし、日照等を確

保するとともに、適切な防除手段を用いて、害虫や雑草の密度を低いレベルに

維持する総合的病害虫・雑草管理を行う体制が確保されていること。 

③農薬の使用の回数及び量の削減に努めているとともに、農薬取締法に基づいて

登録された適正な農薬を、ラベルに記載されている使用方法（使用回数、使用

量、使用濃度等）及び使用上の注意事項を守って、適正かつ効果的に使用され

るものであること。 

植栽管理 

配慮事項 

①灌水の雨水利用に配慮されていること。 

②剪定・除草において発生した、小枝・落葉等の処分について、堆肥化等の環境

負荷低減が図られていること。 

③施肥に当たって、植栽管理において発生した落葉等からできた堆肥（土壌改良

材）が使用されていること。 

④植え替え等が生じた場合、既存の植栽を考慮し、病害虫の発生しにくい樹種の

選定等について、施設管理者への提案が行われること。 

⑤植栽管理に当たり、使用する機材・器具等については、可能な限り環境負荷低

減策が講じられていること。 

⑥植栽管理に当たり、可能な限り、再使用又は再生利用可能であって、土の代替

となる植込み材の使用に努めていること。 

備考）１ 「常駐管理」とは定められた時刻において、業務実施者が常駐し、常時施設の運転・監視及

び日常点検・保守等の業務にあたる管理形態をいう。 

２ 庁舎管理に係る判断基準については、契約の対象となる業務の範囲に当該基準に関連する内

容が含まれる場合に適用するものとする。 

３ 庁舎管理に係る判断基準②の施設において実施すべき措置等は、当該施設の管理形態、建物

の規模、設備・機器等の利用状況を勘案し、施設管理者と協議の上、別表を参考として選定す

るものとする。 

４ 「施設利用者」とは、入居者または来庁舎をいう。 

５ 庁舎管理に係る判断基準については、施設の改修、大規模な設備・機器の更新・導入等の措

置・対策は含まれないものとする。 

６ 「フロン類」とは、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成13年法律

第64号）第2条第1項に定める物質をいう。 

７ 「植栽管理」とは、庁舎周辺等の植栽地及び屋上緑化等の管理とする。 

８ 植栽管理に係る判断基準の「総合的病害虫・雑草管理を行う体制」とは、発生状況等の調査、

被害の早期発見、剪定や捕殺などの物理的防除も含めた防除方法の選択等、経済性を考慮しつ

つ健康と環境への負荷の軽減を総合的に講じる体制をいう。 

９ 植栽管理に係る判断基準については、農薬の使用に係る施設管理者や周辺地域への情報提供、

農薬の飛散防止、適正使用の記録の保持等、「住宅地等における農薬使用について（平成25年

4月26日付25消安第175号環水大土発第1304261号農林水産省消費・安全局長、環境省水・大気

環境局長連名通知）」に準拠したものであること。 
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判断基準 

①清掃において使用する物品が特定調達品目に該当する場合は、判断基準を満た

している物品が使用されていること。 

②洗面所の手洗い洗剤として石けん液又は石けんを使用する場合には、資源有効

利用の観点から、廃油又は動植物油脂を原料とした石けん液又は石けんが使用

されるていること。 

③ごみの収集は、資源ごみ（紙類、缶、びん、ペットボトル等）、生ごみ、可燃

ごみ、不燃ごみを分別し、適切に回収が実施されていること。 

④資源ごみのうち、紙類については、古紙のリサイクルに配慮した分別・回収が

実施されていること。また、分別が不徹底であった場合や排出量が前月比又は

前年同月比で著しく増加した場合は、施設管理者と協力して改善案の提示がな

されること。 

⑤清掃に使用する床維持剤（ワックス）、洗浄剤等の揮発性有機化合物の含有量

が指針値以下であること。 

清掃 

配慮事項 

①清掃に用いる床維持剤、洗浄剤等は、使用量削減又は適正量の使用に配慮され

ていること。 

②補充品等は、過度な補充を行わないこと。 

③洗剤を使用する場合は、清掃用途に応じ適切な水素イオン濃度（pH）のものが

使用されていること。 

④清掃に使用する床維持剤、洗浄剤等については、可能な限り指定化学物質を含

まないものが使用されていること。 

⑤清掃に当たって使用する電気、ガス等のエネルギーや水等の資源の削減に努め

ていること。 

⑥環境負荷低減に資する技術を有する適正な事業者であり、清掃方法等につい

て、より環境負荷低減が図られる具体的提案が行われていること。 

⑦建物の状況に応じた清掃の適切な頻度を提案するよう努めていること。 

備考）１ 清掃における判断基準④の揮発性有機化合物の指針値については、厚生労働省の定める室内

濃度指針値に基づくものとする。 

２ 清掃の配慮事項③については、家庭用品品質表示法に基づく合成洗剤の水素イオン濃度

（pH）の区分を参考とすること。なお、床維持剤及び床用洗浄剤については、原液でpH5～pH9 

が望ましい。 

３ 清掃の配慮事項④の「指定化学物質」とは、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律の対象となる物質をいう。 
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判断基準 

①当該施設において排出される紙の種類や量を考慮し、施設の状況に応じた分別

方法及び処理方法の提案がなされ、製紙原料として適切な回収が実施されるこ

と。 

②機密文書の処理にあたっては、排出･一時保管、回収、運搬、処理の各段階にお

いて、機密漏洩に対する適切な対策を講じたうえで、製紙原料としての利用が

可能となるよう次の事項を満たすこと。 

ア．古紙再生の阻害となるものを除去する設備や体制が整っていること。 

イ．直接溶解処理にあたっては、異物除去システムが導入された設備において

処理されること。 

ウ．破砕処理にあたっては、可能な限り紙の繊維が保持される処理が行われる

こと。 

③適正処理が行われたことを示す機密処理完了証明書を発注者に提示できるこ

と。 

機密文書処理 

配慮事項 

①機密文書の発生量を定期的に集計し、発注者への報告がなされること。 

②紙（印刷・情報用紙及び衛生用紙）として再生可能な処理が行われること。 

③運搬にあたっては、積載方法、搬送方法、搬送ルートの効率化が図られている

こと。 

④可能な限り低燃費・低公害車による運搬が行われること。 

備考）１ 調達を行う各部局等は、廃棄書類の排出にあたって機密の度合や必要性を考慮し、可能な限

り機密文書として排出する量の削減に努めること。 

２ 調達を行う各部局等は、次の事項に十分留意すること。 

ア．判断基準②の破砕処理の発注にあたっては、裁断紙片の大きさについて確認を行うこと

（古紙の再生においては、裁断した紙片が望まれる機密性の範囲において、より大きい方が

望ましい。事業者による裁断紙片サイズの目安は10mm×50mm 以上）。 

イ．庁舎等内におけるシュレッダー処理は、一般的に古紙原料としての利用適性が低下するこ

とから、機密の度合いや必要性を考慮して行うこと。シュレッダー屑は廃棄・焼却せず、紙

の種類に応じて適切に製紙原料として使用されるよう、古紙回収業者や機密文書処理事業者

等に回収・処理を依頼するよう努めること（古紙として再生に適した紙幅の目安は5mm 以

上）。 

３ 判断基準③の「機密処理完了証明書」とは、回収された機密文書が機密抹消処理後に製紙原

料として使用されたことを証明する書類をいう。なお、この証明書は溶解、破砕などの処理を

事業者に委託した場合に提示されるものであり、調達を行う各部局等内でシュレッダー処理を

行ったシュレッダー屑についてはこの限りではない。 
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別表１ 

古紙の分別方法（例） 

分類 品目 

新聞 新聞（折込チラシを含む） 

段ボール 段ボール 

雑誌 
ポスター、チラシ 

雑誌、報告書、カタログ、パンフレット、書籍、ノートなど冊子形状のもの 

OA 用紙 コピー用紙及びそれに準ずるもの 

「印刷用の紙にリサイクルできます」の印刷物（Ａランクの材料のみ使用） リサイクル対応 

型印刷物 「板紙にリサイクルできます」の印刷物（ＡまたはＢランクの材料のみ使用） 

その他雑がみ 封筒、紙箱、DM、メモ用紙、包装紙など上記以外の紙 

シュレッダー屑 庁舎等内において裁断処理した紙 

備考）「リサイクル対応型印刷物」とは、印刷に係る判断基準（印刷参照）に示された印刷物のリ

サイクル適性が表示された印刷物をいう。 

 

別表２ 

古紙再生の阻害要因となる材料（例） 

分類 種類 

粘着物の付いた封筒 

防水加工された紙 

裏カーボン紙、ノーカーボン紙（宅配便の複写伝票など） 

圧着はがき 

感熱紙 

写真、インクジェット写真プリント用紙、感光紙 

プラスチックフィルムやアルミ箔などを貼り合わせた複合素材の紙 

金・銀などの金属が箔押しされた紙 

臭いの付いた紙（石けんの個別包装紙、紙製の洗剤容器、線香の紙箱等） 

捺染紙（昇華転写紙、アイロンプリント紙等） 

感熱発泡紙 

合成紙 

粘着物の付いた封筒 

防水加工された紙 

裏カーボン紙、ノーカーボン紙（宅配便の複写伝票など） 

紙製品 

圧着はがき 

粘着テープ類 

ワッペン類 

ファイルの金属 

金属クリップ類 

フィルム類 

発泡スチロール 

セロハン 

プラスチック類 

ガラス製品 

紙以外 

布製品 
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判断基準 

①殺そ剤及び殺虫剤の乱用を避け、生息状況等の調査を重視した総合的な防除措

置が講じられていること。 

②害虫等の発生・侵入を防止するための措置が講じられていること。 

③防除作業にあたり、事前計画や目標が設定されていること。また、防除作業後

に、効果判定（確認調査、防除の有効性評価等）が行われていること。 

④殺そ剤又は殺虫剤の使用にあたっては、薬事法上の製造販売の承認を得た医薬

品又は医薬部外品を使用し、使用回数・使用量・使用濃度等、適正かつ効果的

に行われていること。 

害虫防除 

配慮事項 

○生息状況等に応じた適切な害虫防除方法等を提案するよう努めていること。 

備考） 本項の判断基準の対象とする「害虫防除」は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律

を基本に、庁舎等のねずみ・昆虫、外来生物等その他人の健康を損なう事態を生じさせるおそれの

ある動物等の防除とする。 
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別 表 

庁舎管理・利用に係る省エネルギー対策例 

管理基準（例） 
対象設

備等 
省エネルギー対策（例） 

選

択

提

案
常駐管理 常駐管理以外 

①
日
常
定
期
点
検 

②
利
用
者
の
協
力

③
管
理
運
用
面

受変電室の室内温度の見直し  季節ごとに実施 －   ○

デマンドの状況により手動での

こまめな調節 
 随時実施 －   ○受変電 

設備 
進相用コンデンサによる力率管

理の徹底（手動の場合） 
 随時実施 － ○   

作業スペースの過剰照明、窓際

の間引き 
 

利用状況に応じ

実施 

利用状況に応じ実

施 
 ○  

廊下・ホールの消灯、間引きの

徹底 
 

利用状況に応じ

実施 

利用状況に応じ実

施 
 ○  

トイレ・給湯室不在時の消灯  毎日実施 －  ○  

空室・倉庫等の消灯  毎日実施    ○

昼休みの消灯  毎日実施 －  ○  

残業時間帯での部分消灯、場所

の集約化 
 毎日実施 

－ 
 ○  

始業点灯時間の短縮・制限  毎日実施 －  ○  

器具の清掃による照明効率の向

上 
 年１回以上実施 年１回以上実施 ○   

定期的なランプ交換の実施  １回／２～３年 1回／２～３年   ○

間仕切りのとりやめ  適宜実施 －  ○  

ＯＡルーバーの取りやめ  適宜実施 －  ○  

机の配置、作業箇所の適正化  適宜実施 －  ○  

ソーラータイマーのこまめな調

整 
 月１回以上実施 月１回以上実施   ○

局部照明の採用  随時実施 －  ○  

照明 

設備 

手動によるこまめな点消灯  随時実施 －  ○  

エレベータ・エスカレータの運

転間引き 
 毎日実施 －   ○

階段利用の促進  毎日実施 －  ○  

停止階の間引き  毎日実施 －   ○

搬送 

設備 

庁舎内配送共同化の実施  毎日実施 －  ○  

給湯時間の制限と給湯範囲の縮

小 
 

季節・外気温に

応じ実施 
季節ごとに実施  ○  

夏季における手洗い場等の給湯

停止 
 

当該期間毎日実

施 
当該期間適宜実施   ○

給湯温度の設定変更  
季節・外気温に

応じ実施 
季節ごとに実施   ○

給排水 

・ 

衛生 

設備 

使用上、支障のない範囲で給水

・給湯の分岐バルブ絞込み 
 適宜実施 適宜実施  ○
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管理基準（例） 
対象設

備等 
省エネルギー対策（例）

選

択

提

案
常駐管理 常駐管理以外 

①
日
常
定
期
点
検 

②
利
用
者
の
協
力

③
管
理
運
用
面

機械室・電気室、倉庫の換気量

の制限 
 随時実施 随時実施 ○   

不使用室の換気停止（倉庫機械

室等） 
 適宜実施 適宜実施   ○

窓の開閉による自然換気の採用  
季節・外気温

に応じ実施 
－  ○  

給排気 

設備 

ファンベルトの点検・交換  
年１回以上実

施 
年１回以上実施 ○   

室内設定温湿度条件の変更  
季節・外気温

に応じ実施 
季節ごとに実施    

運転時間短縮など機器の起動・

停止期間の最適化 
 毎日実施 季節ごとに実施 ○   

季節毎・室内負荷状況に応じた

運転方法の最適化 
 

週１回以上実

施 
季節ごとに実施   ○

空調終了前に関連補機（外調機

・熱源機器）等停止励行 
 毎日実施 － ○   

インテリア・ぺリメータの年間

冷暖房の取りやめ 
 

季節・外気温

に応じ実施 
－   ○

温湿度センサの取付け位置の適

正化 
 

年２回以上実

施 
適宜実施 ○   

吹出口の位置、方向の調整によ

る温度分布の均一化 
 

年２回以上実

施 
適宜実施 ○   

冷暖房期間の短縮化  
季節・外気温

に応じ実施 
－  ○  

空室・倉庫等の空調換気の停止  毎日実施 適宜実施   ○

運転時間の短縮  毎日実施 －   ○

残業時間帯の空調制限  毎日実施 －  ○  

ブラインド・カーテンの休日前

の閉止による休日明けの空調負

荷の低減 

 毎日実施 －  ○  

早朝・深夜の清掃作業における

空調制限 
 毎日実施 －   ○

空調時間帯の扉・窓開放の禁止  
季節・外気温

に応じ実施 
－  ○  

空調の障害となる間仕切り・家

具の配置の変更 
 随時実施 －  ○  

共用部の温度設定を居室よりも

緩和する措置の実施 
 毎日実施 季節ごとに実施   ○

個人差による衣服の調整等、居

室者に対する啓発活動の実施 
 

季節ごとに実

施 
季節ごとに実施  ○  

熱源 

空調 

設備 

共通 

夏季における屋上等への散水の

実施（気化熱による打ち水効

果） 

 
当該期間外気

温に応じ実施 
－   ○
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管理基準（例） 

対象設

備等 
省エネルギー対策（例） 

選

択

提

案
常駐管理 常駐管理以外 

① 
日
常
定
期
点
検 

② 
利
用
者
の
協
力

③ 
管
理
運
用
面

各種センサを含む自動制御装置

の適正保守の実施 
 随時実施 随時実施 ○   

エアフィルタの定期清掃実施  年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

冷温水フィンコイルの定期清掃

実施 
 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

空調の換気、吹出口の障害物除

去 
 随時実施 － ○   

ウォーミングアップ制御の採用 毎日実施 －   ○ 

空調立上げ時に対し定常運転後

に設定温度を 2℃～３℃上げ

る措置 

季節・外気温に

応じ実施
－   ○ 

窓の開閉による自然換気の採用  
季節・外気温に

応じ実施
－  ○  

ナイトパージの実施  
季節・外気温に

応じ実施
－   ○ 

ショートサーキットの防止  随時実施 随時実施   ○ 

スケジュール運転の実施  随時実施 随時実施   ○ 

ダクトのエアー漏れ・水漏れ・

保温材の脱落等の保守管理徹

底 

 年１回以上実施 年１回以上実施 ○   

全熱交換器の清掃管理  年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

全熱交換器の停止措置  
季節・外気温に

応じ実施
季節ごとに実施   ○ 

個別空

調機 

ゼロエナジーバンドの最適化  毎日実施 －   ○ 

省 エ ネ 温 度 管 理 の 実 施

（冷水は高め温水は低め） 
 毎日実施 －   ○ 

冷温水の大温度差運転の制御運

転の実施（ポンプの搬送動力

の低減） 

 随時実施 －   ○ 

冷温水・冷却水の定期的な水質

管理の実施（熱伝導率低下の

防止） 

 随時実施 随時実施 ○   

セント

ラル空

調シス

テム関

連 

空調終了 30 分程度前での熱源

機器停止 
 毎日実施 －   ○ 

空気比・排ガス温度等燃焼装置

の最適化の実施 
 随時実施 随時実施   ○ 

伝熱面の清掃・スケール等の除

去 
 年１回以上実施 月１回以上実施 ○   

熱交換器類の伝熱面の管理  月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

ボイラの水質管理  月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

蒸気トラップの機能維持（ドレ

ンの回収）の実施 
 月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

ボイラ 

機器のＣＯＰ値（効率）の管理  随時実施 － ○   
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管理基準（例） 

対象設

備等 
省エネルギー対策（例） 

選

択

提

案
常駐管理 常駐管理以外 

① 
日
常
定
期
点
検 

② 
利
用
者
の
協
力 

③ 
管
理
運
用
面 

冷凍機の運転圧力の適正管理  随時実施 随時実施 ○   

蒸発器・凝縮器の薬洗・ブラシ

清掃などのチューブ内部洗浄の

実施） 

 適宜実施 適宜実施 ○   

温度計・圧力計等の計測機器の

機能維持、点検整備の実施 
 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

マノメータ・センサ等の計測機

器の機能維持、点検整備の実施 
 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

冷凍機 

機器の COP 値(効率)の管理  随時実施 － ○   

機内の機密の適正な維持管理  随時実施 随時実施 ○   

蒸発器・凝縮気の薬洗・ブラシ

清掃などのチューブ内部清掃の

実施 

 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

温度計・圧力計等の計測機器の

機能維持、点検整備の実施 
 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

マノメータ・センサ等の計測機

器の機能維持、点検整備の実施
 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

冷温水 

発生機 

・ 

吸収式

冷凍機 

機器の COP 値(効率)の管理  随時実施 － ○   

充填材の汚れ、水質の汚れ等の

管理 
 随時実施 随時実施 ○   

冷却塔水槽の清掃  随時実施 随時実施 ○   
冷却塔 

冷却水の薬注管理の実施  随時実施 随時実施 ○   

二次ポンプの起動・停止・圧力

・流量の最適化の実施 
 随時実施 － ○   

グランドパッキン等の水量適正

管理 
 月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

断熱材の状態管理  年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

ポンプ

関連 

３管・４管式設備の場合、状況

に応じた運転停止等の措置 
 随時実施 － ○   

蓄熱槽における水・氷蓄熱量の

最適化運転実施 
 随時実施 －   ○ 

蓄熱槽 

槽内温度分布の適正管理  随時実施 －   ○ 

ぺリメータ用ファンコイルの運

転時間最適化（時間帯・設定温

度） 

 
季節・外気温に

応じ実施 
－ ○   

エアフィルタの定期的な清掃  月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

冷温水フィンコイルの定期的な

清掃 
 年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

ファン

コイル 

空調の換気、吹出し口の障害物

の撤去 
 随時実施 － ○   
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管理基準（例） 

対象設

備等 
省エネルギー対策（例） 

選

択

提

案
常駐管理 常駐管理以外 

① 
日
常
定
期
点
検 

② 
利
用
者
の
協
力 

③ 
管
理
運
用
面 

室外機フィンコイルの定期的な

洗浄 
 年１回以上実施 年１回以上実施 ○   

室内機フィンコイルの定期的な

洗浄 
 年１回以上実施 年１回以上実施 ○   

室内機エアフィルタの定期的な

清掃 
 月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

運転圧力・運転電流等による運

転状況の確認・管理 
 毎日実施 － ○   

全熱交換器の清掃  年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

空冷ヒ

ートポ

ンプ 

全熱交換器の停止措置  
季節・外気温に

応じ実施 
季節ごとに実施   ○ 

室内機フィンコイルの定期的な

洗浄 
 年１回以上実施 年１回以上実施 ○   

エアフィルタの定期的な清掃  月１回以上実施 月１回以上実施 ○   

運転圧力・運転電流等による運

転状況の確認・管理 
 毎日実施 － ○   

全熱交換器の清掃  年２回以上実施 年２回以上実施 ○   

全熱交換器の停止措置  
季節・外気温に

応じ実施 
季節ごとに実施   ○ 

水冷パ

ッケー

ジ方式 

冷却水薬洗の実施  年１回以上実施 年１回以上実施 ○   

自動販売機の節電（照明を消灯

・夜間運転停止時）の実施 
 毎日実施 －   ○ 

ＯＡ機器は昼休みにスイッチオ

フ 
 毎日実施 －  ○  

ブラインド・カーテンの有効利

用 
 毎日実施 －  ○  

その他 

省エネに必要なエネルギーデー

タの把握 
 毎日実施 月１回以上実施 ○   

注：「選択提案」は当該施設において実施すべき措置等で選定または提案された項目 

「①日常・定期点検」は日常点検・定期点検業務で実施可能な項目 

「②利用者の協力」は施設利用者（入居者、来庁者）に協力を求めることにより実施可能な項目 

「③管理・運用面」は設備・機器等の管理・運用面において実施可能な項目 
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判断基準 

①エネルギーの使用の実態、エネルギーの使用の合理化に係る取組効果の把握が

定期的に行われていること。 

②エコドライブを推進するための措置が講じられていること。 

③大気汚染物質の排出削減、エネルギー効率を維持する等の環境の保全の観点か

ら車両の点検・整備を実施していること。 

④モーダルシフトを実施していること。 

⑤輸配送効率の向上のための措置が講じられていること。 

⑥上記①については使用実態、取組効果の数値が、上記②から⑤については実施

の有無がウエブサイトをはじめ環境報告書等により公表され、容易に確認でき

ること、又は第三者により客観的な立場から審査されていること。 

輸配送 

配慮事項 

①エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）に基づく

「貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する貨物輸送事業者の判断

の基準（経済産業省・国土交通省告示第 7 号：平成 18 年 3 月 31 日）」及び

「貨物の輸送に係る電気の需要の平準化に資する措置に関する電気使用貨物輸

送事業者の指針」（経済産業省・国土交通省告示第２号（平成 26 年 1 月 17

日）」を踏まえ、輸配送におけるエネルギーの使用の合理化及び電気の需要の

平準化に資する措置の適切かつ有効な実施が図られていること。 

②低燃費・低公害車の導入を推進するとともに、可能な限り低燃費・低公害車に

よる輸配送が実施されていること。 

③輸配送に使用する車両台数を削減するため積載率の向上が図られていること。

④輸配送回数を削減するために共同輸配送が実施されていること。 

⑤エコドライブを推進するための装置が可能な限り導入されていること。 

⑥道路交通情報通信システム（VICS）対応カーナビゲーションシステムや自動料

金収受システム（ETC）等、高度道路交通システム（ITS）の導入に努めている

こと。 

⑦販売されている宅配便、小包郵便物等の包装用品については、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

⑧事業所、集配拠点等の施設におけるエネルギー使用実態の把握を行うととも

に、当該施設におけるエネルギー使用量の削減に努めていること。 

⑨契約により輸配送業務の一部を行う者に対して、可能な限り環境負荷低減に向

けた取組を実施するよう要請するものとする。 

⑩自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総 

量の削減等に関する特別措置法（平成4年6月3日法律第70号）の対策地域 

を走行する輸配送にあっては、可能な限り排出基準を満たした自動車によ 

る輸配送が行われていること。 

備考）１ 本項の判断基準の対象とする「輸配送」とは、国内向けの信書、宅配便、小包郵便物（一般、

冊子等）及びメール便をいう。 

１）「信書」とは、特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を通知する文書を

いう。 

２）「宅配便」とは、一般貨物自動車運送事業の特別積合せ貨物運送又はこれに準ずる貨物の

運送及び利用運送事業の鉄道貨物運送、内航海運、貨物自動車運送、航空貨物運送のいずれ

か又はこれらを組み合わせて利用する運送であって、重量 30kg 以下の一口一個の貨物をい

う。 

３）「メール便」とは、書籍、雑誌、商品目録等比較的軽量な荷物を荷送人から引き受け、そ

れらを荷受人の郵便受箱等に投函することにより運送行為を終了する運送サービスであって、

重量 1kg 以下の一口一冊の貨物をいう。 

２ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ 10 のすすめ」（平成

24 年 10 月）に基づく運転をいう。 

 （参考）①ふんわりアクセル『ｅスタート』②車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少な
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い運転③減速時は早めにアクセルを離そう④エアコンの使用は適切に⑤ムダなアイドリングは

やめよう⑥渋滞を避け、余裕をもって出発しよう⑦タイヤの空気圧から始める点検・整備⑧不

要な荷物はおろそう⑨走行の妨げとなる駐車はやめよう⑩自分の燃費を把握しよう 

３ 判断基準②の「エコドライブを推進するための措置」とは、次の要件をすべて満たすことを

いう。 

ア．エコドライブについて運転者への周知がなされていること。 

イ．エコドライブに係る管理責任者の設置、マニュアルの作成（既存マニュアルの活用を含

む）、エコドライブの推進体制を整備していること。 

ウ．エコドライブに係る教育・研修等を実施していること。 

エ．運行記録を運転者別・車種別等の適切な単位で把握し、エネルギーの使用の管理が行われ

ていること。 

４ 判断基準③の「車両の点検・整備」とは、日常点検、定期点検の実施等道路運送車両法等に

おいて規定されている事項を遵守するほか、車両のエネルギー効率を維持する等環境の保全を

目的に、別表に示した点検・整備項目に係る自主的な管理基準を定め、実施していることをい

う。 

５ 「モーダルシフト」とは、貨物輸送において、環境負荷の少ない大量輸送機関である鉄道貨

物輸送・内航海運の活用により、輸送機関（モード）の転換（シフト）を図ることをいう。 

６ 判断基準⑤の「輸配送効率の向上のための措置」とは、次の要件をすべて満たすことをいう。 

ア．エネルギーの使用に関して効率的な輸配送経路を事前に選択し、運転者に周知しているこ

と。 

イ．渋滞情報等を把握することにより、適切な輸配送経路を選択できる仕組みを有しているこ

と。 

ウ．輸配送量、地域の特性に応じた適正車種の選択をしていること。 

エ．輸配送先、輸配送量に応じて拠点経由方式と直送方式を使い分け、全体として輸配送距離

を短縮していること。 

７ 「環境報告書」とは、環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活

動の促進に関する法律（平成 16 年法律 77 号）第２条第４項に規定する環境報告書をいう。 

８ 配慮事項②の低燃費・低公害車とは、本基本方針の「１５公用車等」に示した品目「自動

車」を対象とする。 

９ 「契約により輸配送業務の一部を行う者」とは、本項の役務の対象となる輸配送業務の一部

を当該役務の提供者のために実施するものをいう。 
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別 表 

車両のエネルギー効率の維持等環境の保全に係る点検・整備項目 

【点検・整備の推進体制】 

 
□ 点検・整備は、明示された実施計画に基づき、その結果を把握し、記録として残して

いること。 

 
□ 点検・整備結果に基づき、点検・整備体制や取組内容について見直しを行う仕組みを

有すること。 

【車両の適切な点検・整備】 

 
■ 点検・整備を整備事業者に依頼するに当たっては、車両の状態を日常から把握し、そ

の状況について伝えていること。 

 
■ 目視により黒煙が増加してきたと判断された場合には、点検・整備を実施しているこ

と。 

 

■ フロン類の大気中への放出を抑制するため、カーエアコンの効き具合等により、エア

コンガスが減っている（漏れている）と判断された場合には、カーエアコンの点検整

備を実施していること。 

【自主的な管理基準による点検・整備】 

 （エア・クリーナ・エレメント関連） 

 

■ エア・クリーナ・エレメントの清掃・交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノ

ート等を参考に、走行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施し

ていること。 

 （エンジンオイル関連） 

 
■ エンジンオイルの交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走

行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

 

■ エンジンオイルフィルタの交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参

考に、走行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施しているこ

と。 

 （燃料装置関連） 

 

□ 燃料装置のオーバーホールや交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を

参考に、走行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施しているこ

と。 

 （排出ガス減少装置関連） 

 

■ 排出ガス減少装置（ＤＰＦ、酸化触媒)の点検に当たっては、メーカーのメンテナン

スノート等を参考に、走行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実

施していること。 

 （その他） 

 

■ タイヤの空気圧の点検・調整は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距

離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、空気圧の測定に基づき実施して

いること。 

 
□ トランスミッションオイルの漏れの点検は、メーカーのメンテナンスノート等を参考

に、走行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。

 
□ トランスミッションオイルの交換は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走

行距離または使用期間による自主的な管理基準し、実施していること。 

 
□ デファレンシャルオイルの漏れの点検は、メーカーのメンテナンスノート等を参考

に、走行距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。

 
□ デファレンシャルオイルの交換は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行

距離または使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

注：「■」は車両の点検・整備に当たって必ず実施すべき項目 

  「□」は車両の点検・整備に当たって実施するよう努めるべき項目 
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判断基準 

①エネルギーの使用の実態及びエネルギーの使用の合理化に係る取組効果の把握が

定期的に行われていること。 

②エコドライブを推進するための措置が講じられていること。 

③エネルギー効率を維持する等環境の保全のため車両の点検・整備を実施している

こと。 

④旅客輸送効率の向上のための措置又は空車走行距離の削減のための措置が講じら

れていること。 

⑤上記①については使用実態、取組効果の数値が、上記②から④については実施の

状況がウエブサイトをはじめ環境報告書等により公表され、容易に確認できるこ

と、又は第三者により客観的な立場から審査されていること。 

旅 客 輸 送

（自動車） 

配慮事項 

①エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）に基づく「旅

客の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する旅客輸送事業者の判断の基準

（経済産業省・国土交通省告示第６号（平成18年3月31日）」及び「旅客の輸送

に係る電気の需要の平準化に資する措置に関する電気使用旅客輸送事業者の指針

（経済産業省・国土交通省告示第３号（平成26年1月17日）」を踏まえ、旅客輸

送におけるエネルギーの使用の合理化及び電気の需要の平準化に資する措置の適

切かつ有効な実施が図られていること。 

②低燃費・低公害車の導入を推進するとともに、可能な限り低燃費・低公害車によ

る旅客輸送が実施されていること。 

③エコドライブを推進するための装置が可能な限り導入されていること。 

④道路交通情報通信システム（VICS）対応カーナビゲーションシステムや自動料金

収受システム（ETC）等、高度道路交通システム（ITS）の導入に努めているこ

と。 

⑤事業所、営業所等におけるエネルギー使用実態の把握を行うとともに、当該施設

におけるエネルギー使用量の削減に努めていること。 

⑥GPS-AVMシステムの導入による効率的な配車に努めていること。 

備考） １ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ 10 のすすめ」（平

成 24 年 10 月）に基づく運転をいう。 

 （参考）①ふんわりアクセル『ｅスタート』②車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少

ない運転③減速時は早めにアクセルを離そう④エアコンの使用は適切に⑤ムダなア

イドリングはやめよう⑥渋滞を避け、余裕をもって出発しよう⑦タイヤの空気圧か

ら始める点検・整備⑧不要な荷物はおろそう⑨走行の妨げとなる駐車はやめよう⑩

自分の燃費を把握しよう 

２ 判断基準②の「エコドライブを推進するための措置」とは、次の要件をすべて満たすこと

をいう。 

ア．エコドライブについて運転者への周知がなされていること。 

イ．エコドライブに係る管理責任者の設置、マニュアルの作成（既存マニュアルの活用を含

む。）及びエコドライブの推進体制を整備していること。 

ウ．エコドライブに係る教育・研修等を実施していること。 

エ．運行記録を運転者別・車種別等の適切な単位で把握し、エネルギーの使用の管理を行っ

ていること。 

３ 判断基準③の「車両の点検・整備」とは、日常点検、定期点検の実施等道路運送車両法等

において規定されている事項を遵守するほか、車両のエネルギー効率を維持する等環境の保

全を目的に、別表に示した点検・整備項目に係る自主的な管理基準を定め、実施しているこ

とをいう。 

４ 判断基準④の「旅客輸送効率の向上のための措置」及び「空車走行距離の削減のための措

置」とは、次の要件を満たすことをいう。 

一般貸切旅客自動車にあっては次の要件ア及びイを満たすことをいう。 

ア．エネルギーの使用に関して効率的な旅客輸送経路を事前に選択し、運転者に周知してい
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ること。 

イ．輸送人数、地域の特性に応じた適正車種の選択をしていること。 

一般乗用旅客自動車にあっては次の要件ウを満たすことをいう。 

ウ．配車に無線を導入していること、あるいは他の通信・情報機器等を利用し運転者との連

絡が取れる体制を有していること。 

５ 配慮事項②の低燃費・低公害車とは、本基本方針に示した「１３－１ 自動車」を対象と

する。 

６ 「環境報告書」とは、環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業

活動の促進に関する法律（平成 16 年法律 77 号）第２条第４項に規定する環境報告書をい

う。 
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別 表 

車両のエネルギー効率の維持等環境の保全に係る点検・整備項目 

【点検・整備の推進体制】 

□ 点検・整備は、明示された実施計画に基づき、その結果を把握し、記録として残してい

ること。 
 

□ 点検・整備結果に基づき、点検・整備体制や取組内容について見直しを行う仕組みを有

すること。 

【車両の適切な点検・整備】 

 
■ 車両の状態を日常から把握し、環境に対して影響のある現象が確認された時には、直ち

に点検・整備を実施していること。 

■ ディーゼル車にあっては、目視により黒煙が増加してきたと判断された場合には、点検

・整備を実施していること。 

 ■ フロン類の大気中への放出を抑制するため、カーエアコンの効き具合等により、エアコ

ンガスが減っている（漏れている）と判断された場合には、カーエアコンの点検・整備

を実施していること。 

【自主的な管理基準による点検・整備】 

（エア・クリーナ・エレメント関連） 

■ ディーゼル車にあっては、エア・クリーナ・エレメントの清掃・交換に当たっては、メ

ーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基

準を設定し、実施していること。 

（エンジンオイル関連） 

■ エンジンオイルの交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行

距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

■ エンジンオイルフィルタの交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参考

に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

（燃料装置関連） 

□ ディーゼル車にあっては、燃料装置のオーバーホールや交換に当たっては、メーカーの

メンテナンスノート等を参考に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定

し、実施していること。 

（排出ガス減少装置関連） 

■ ディーゼル車にあっては、排出ガス減少装置（DPF、酸化触媒）の点検に当たっては、

メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距離又は使用期間による自主的な管理

基準を設定し、実施していること。 

 

（その他） 

 

■ タイヤの空気圧の点検・調整は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距離

又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、空気圧の測定に基づき実施しているこ

と。 

 
□ トランスミッションオイルの漏れの点検は、メーカーのメンテナンスノート等を参考

に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

 
□ トランスミッションオイルの交換は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行

距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

 
□ デファレンシャルオイルの漏れの点検は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、

走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

 
□ デファレンシャルオイルの交換は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距

離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

注：「■」は車両の点検・整備に当たって必ず実施すべき項目 

「□」は車両の点検・整備に当たって実施するよう努めるべき項目 
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判断基準 

○次の要件を満たす機能提供型サービス（サービサイジング）であること。 

①使用目的に不都合がなく器具に適合する場合、蛍光ランプに係る判断基準（照明

参照）を満たす蛍光灯が使用されていること。 

蛍光灯機能

提供業務 

配慮事項 

①使用済み蛍光ランプの回収容器は、繰り返し使えるものを使用するなど、環境負

荷低減に配慮されていること。 

②製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時

の負荷低減に配慮されていること。 

③使用済み蛍光ランプの回収にあたっては、施設管理者と協力し、破損なく回収す

るよう努めていること。 

④蛍光ランプの配送・回収に関し、定期ルート便や共同配送等の効率的な物流網を

構築していること。 

⑤回収した蛍光灯のうち成型品で回収されたものについては再資源化率が 95%以上

であること。 

⑥蛍光灯の適正処理終了を示す証明書を発行し、顧客に提示できること。 

備考）１ 本項の判断基準の「機能提供型サービス（サービサイジング）」とは、蛍光灯の所有権を業

務提供者から移さず機能のみを提供し、輸送・回収・廃棄にかかる責任を業務提供者が負う役

務をいい、蛍光灯の所有権が県に移る契約については、「蛍光ランプ」に係る判断基準（照明

参照）を適用する。 

２ 配慮事項⑥の「蛍光灯の適正処理終了を示す証明書」は、電子マニフェストや IT を活用し

たマニフェスト管理システムなど証明書に準ずるものでも可能とする。 

 
判断基準 

○庁舎又は敷地内において委託契約等によって営業を行う小売業務の店舗にあって

は、容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するために、次のいずれかの要件を満た

すこと。 

 ①容器包装の過剰な使用を抑制するための独自の取組が行われていること。 

 ②消費者の容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための独自の取組が行われて

いること。 

庁舎等におい

て営業を行な

う小売業務 

配慮事項 

○店舗において取り扱う商品については、再使用のために容器包装の返却・回収が

可能なものであること、又は簡易包装等により容器包装の使用量を削減したもの

であること。 

備考）１ 判断基準①の独自の取組とは、薄肉化又は軽量化された容器包装を使用すること、商品に応

じて適正な寸法の容器包装を使用することその他の小売業者自らが容器包装廃棄物の排出の抑

制を促進するために取り組む措置をいう。 

２ 判断基準②の独自の取組とは、商品の販売に際して消費者に容器包装を有償で提供する

こと、自ら買物袋等を持参しない消費者に対し繰り返し使用が可能な買物袋等を提供する

こと、容器包装の使用に関する意思を消費者に確認することその他の消費者による容器包

装廃棄物の排出の抑制を促進するために取り組む措置をいう。 
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判断基準 
① ドレンの回収及び再利用により、省エネルギー及び水資源節約等の環境

負荷低減が図られていること。 
② エコドライブを推進するための措置が講じられていること。 
③ ハンガーの回収及び再使用等の仕組みが構築されていること。 

クリーニング 

配慮事項 

①揮発性有機化合物の発生抑制に配慮されていること。 

②ランドリー用水や洗剤の適正使用に努めていること。 

③事業所、営業所等におけるエネルギー使用実態の把握を行うとともに、当

該施設におけるエネルギー使用量の削減に努めていること。 

④可能な限り低燃費・低公害車による集配等が実施されていること。 

⑤包装材（ポリ包装資材、袋等）の削減に努めていること。 

⑥省エネルギー型のクリーニング設備・機械・空調設備等の導入が図られて

いること。 

備考）１ 本項の判断基準の対象とする「クリーニング」は、クリーニング業法（昭和 25 年法律第 207

号）に定めるクリーニング業をいう。ただし、毛布、ふとん、モップ等、他の品目としてリー

ス・レンタル契約により調達する場合、調達先事業者が行う当該製品のクリーニングには本項

の判断基準は適用しない。 

２ 「ドレン」とは、蒸発してできた蒸気（飽和蒸気）が放熱や熱の利用により凝縮水へ状態変

化したものをいう。 

３ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ 10 のすすめ」（平成

24 年 10 月）に基づく運転をいう。 

 （参考）①ふんわりアクセル『ｅスタート』②車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少

ない運転③減速時は早めにアクセルを離そう④エアコンの使用は適切に⑤ムダなアイドリング

はやめよう⑥渋滞を避け、余裕をもって出発しよう⑦タイヤの空気圧から始める点検・整備⑧

不要な荷物はおろそう⑨走行の妨げとなる駐車はやめよう⑩自分の燃費を把握しよう 

４ 「エコドライブを推進するための措置」とは、次の要件を満たすことをいう。 

ア．エコドライブについて運転者への周知がなされていること。 

イ．エコドライブに係る責任者の設置、マニュアルの作成（既存マニュアルの活用を含む）等

の取組を実施していること。 

ウ．エネルギー使用実態を運転者別・車種別等の適切な単位で把握し、エネルギーの使用の管

理を行うこと。なお、その際は、車両の運行記録を用いることが望ましい。 

５ 「ハンガーの回収及び再使用等の仕組みが構築されていること」とは、次の要件を満たすこ

とをいう。 

ア．回収が適切に行われるよう、ユーザに対し回収に関する情報（回収方法、回収窓口等）が

表示又は提供されていること。 

イ．回収されたハンガーを洗浄し、再使用すること。 

ウ．回収されたプラスチックハンガーについて、再使用できない場合にあっては可能な限りマ

テリアルリサイクルをすること。 

６ 「低燃費・低公害車」とは、本基本方針に示した「１３ 公用車等」の判断基準に該当する

ものを対象とする。 
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判断基準 
①エネルギー消費効率が表１に示された区分ごとの算定式を用いて算出した

基準エネルギー消費効率を上回らないこと。 
②冷媒及び断熱材発泡剤にフロン類が使用されていないこと。 
③表２に掲げる評価基準に示された環境配慮設計がなされていること。ま

た、環境配慮設計の実施状況については、その内容がウエブサイト、環境

報告書等により公表され、容易に確認できること。 
④特定の化学物質が含有率基準値を超えないこと。また、当該化学物質の含

有情報がウエブサイト等で容易に確認できること。 
⑤使用済自動販売機の回収リサイクルシステムがあり、リサイクルされない

部分については適正処理されるシステムがあること。 

飲料自動販売機設

置 

配慮事項 

①年間消費電力量及びエネルギー消費効率基準達成率並びに冷媒（種類、地球

温暖化係数及び封入量）が自動販売機本体の見やすい箇所に表示されるとと

もに、ウエブサイトにおいて公表されていること。 

②屋内に設置される場合にあっては、夜間周囲に照明機器がなく、商品の選択

・購入に支障をきたす場合を除き、照明が常時消灯されていること。 

③屋外に設置される場合にあっては、自動販売機本体に日光が直接当たらない

よう配慮されていること。 

④カップ式飲料自動販売機にあっては、マイカップに対応可能であること。 

⑤真空断熱材等の熱伝導率の低い断熱材が使用されていること。 

⑥自動販売機本体と併設して飲料容器の回収箱を設置するとともに、容器の分

別回収及びリサイクルを実施すること。 

⑦自動販売機の設置・回収、販売品の補充、容器の回収等に当たって低燃費・

低公害車を使用する、配送効率の向上のための取組を実施する等物流に伴う

環境負荷の低減が図られていること。 

⑧製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷

低減に配慮されていること。 

⑨包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあること。 
備考） １ 本項の判断基準の対象となる「飲料自動販売機設置」は、缶・ボトル飲料自動販売機、

紙容器飲料自動販売機及びカップ式飲料自動販売機を設置する場合をいう。ただし、次の

いずれかに該当するものを設置する場合は、これに含まれないものとする。 

①商品を常温又は常温に近い温度のみで保存する収容スペースをもつもの 

②台の上に載せて使用する小型の卓上型のもの 

③車両等特定の場所で使用することを目的とするもの 

④電子冷却（ペルチェ冷却等）により、飲料（原料）を冷却しているもの 

２ 本項の判断基準は、設置に係る契約等の期間中又は契約更新等の場合で機器の入替えが

発生しない場合には適用しないものとする。 

３ 判断基準①については、災害対応自動販売機、ユニバーサルデザイン自動販売機及び社

会貢献型自動販売機のうち、当該機能を有することにより、消費電力量の増加するものに

ついては適用しないものとする。 

４ 「フロン類」とは、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年

法律第 64 号）第 2条第 1項に定める物質をいう。判断基準②において使用できる冷媒は、

二酸化炭素、炭化水素及びハイドロフルオロオレフィン（HFO1234yf）等。 

５ 判断基準②の冷媒については、カップ式飲料自動販売機のうち、平成 29年 4 月 30 日ま

でに飲料自動販売機の設置事業者から自動販売機製造事業者に発注された自動販売機には

適用しないものとする。ただし、オゾン層を破壊する物質は使用されていないこと、か

つ、可能な限り地球温暖化係数の小さい物質が使用されていることとする。 

６ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に

対する比で示した数値をいう。 

７ 判断基準④については、リユース部品には適用しないものとする。 
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８ 「特定の化学物質」とは、鉛及びその化合物、水銀及びその化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル並びにポリブロモジフェニルエーテ

ルをいう。 

９ 特定の化学物質の含有率基準値は、JIS C 0950:2008（電気・電子機器の特定の化学物質

の含有表示方法）の附属書Ａの表 A.1（特定の化学物質、化学物質記号、算出対象物質及

び含有率基準値）に定める基準値とし、基準値を超える含有が許容される項目について

は、上記 JIS の附属書Ｂに準ずるものとする。なお、その他付属品等の扱いについては

JIS C 0950:2008 に準ずるものとする。 

１０ 「エネルギー消費効率基準達成率」とは、判断基準①で算出した当該製品の基準エネ

ルギー消費効率をエネルギー消費効率で除した数値を百分率（小数点以下を切り捨て）で

表したものとする。 

１１ 調達を行う各機関は、次の事項に十分留意すること。 

ア．利用人数、販売量等を十分勘案し、必要な台数、適切な大きさの自動販売機を設置す

ること。 

イ．設置場所（屋内・屋外、日向・日陰等）によって、エネルギー消費等の環境負荷が異

なることから、可能な限り環境負荷の低い場所に設置するよう検討すること 

ウ．マイカップ対応型自動販売機の設置に当たっては、設置場所及び周辺の清掃・衛生面

の確認を行い、購入者への注意喚起を実施するとともに、衛生面における問題が生じ

た場合の責任の所在の明確化を図ること。 

 
表１ 飲料自動販売機に係る基準エネルギー消費効率算定式 

区   分 

販 売 す る 

飲料の種類 
自 動 販 売 機 の 種 類 

基準エネルギー 

消費効率の算定式 

コールド専用機又はホットオアコールド機 E=0.218V+401 

ホットアンドコールド機（庫内奥行寸法が 400mm 未満

のもの） 
E=0.798Va+414 

電子マネー対応装置のないも

の 
E=0.482Va+350 

缶・ボトル飲料 ホットアンドコール

ド機（庫内奥行寸法

が 400mm 以上のも

の） 

電子マネー対応装置のあるも

の 
E=0.482Va+500 

コールド専用機 E=0.948V+373 

ホットアンドコールド機（庫

内が 2室のもの） 
E=0.306Vb+954 

A タイプ（サンプル

を使用し、商品販売

を行うもの） ホットアンドコールド機（庫

内が 3室のもの） 
E=0.630Vb+1474 

コールド専用機 E=0.477V+750 

紙 容 器 飲 料 

B タイプ（商品その

ものを視認し、商品

販売を行うもの） ホットアンドコールド機 E=0.401Vb+1261 

カップ式飲料 － 
E=1020[T≦1500] 

E=0.293T+580[T>1500] 

備考） １ 「コールド専用機」とは、商品を冷蔵して販売するためのものをいう。 

２ 「ホットオアコールド機」とは、商品を冷蔵又は温蔵どちらか一方にして販売するた

めのものをいう。 

３ 「ホットアンドコールド機」とは、自動販売機の内部が仕切壁で仕切られ、商品を冷

蔵又は温蔵して販売するためのものをいう。 

４ E,V,Va,Vb 及び Tは、次の数値を表すものとする。 

E ：基準エネルギー消費効率（単位：kWh/年） 

V ：実庫内容積（商品を貯蔵する庫室の内寸法から算出した数値をいう。）（単位：

L） 

Va：調整庫内容積（温蔵室の実庫内容積に 40 を乗じて 11 で除した数値に冷蔵室の実

庫内容積を加えた数値をいう。）（単位：L） 
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Vb：調整庫内容積（温蔵室の実庫内容積に 40 を乗じて 10 で除した数値に冷蔵室の実

庫内容積を加えた数値をいう。）（単位：L） 

T ：調整熱容量（湯タンク容量に 80 を乗じた数値、冷水槽容量に 15 を乗じた数値及

び貯氷量に 95 を乗じて 0.917 で除した数値の総和に 4.19 を乗じた数値）（単位：

kJ） 

５ エネルギー消費効率の算定法については、エネルギーの使用の合理化に関する法律に

基づく経済産業省告示 289 号（平成 19 年 11 月 26 日）の「３エネルギー消費効率の測定

方法(2)」による。 
 

表２ 飲料自動販売機に係る環境配慮設計項目 

目 的 評価項目  評価基準  

使用資源の削減 製品の質量を削減抑制していること。 

再生材の使用 再生材の使用を促進していること。 

オーバーホール、リニューアルへの配慮をし

ていること。 

製品の分解・組立性への配慮・改善をしてい

ること。 

製品の長寿命化 

修理・保守性への配慮をしていること。 

リデュース 

（省資源化） 

消費電力量の削減 

製品の消費電力量の抑制が図られているこ

と。設置条件、設定条件の適正化等の運用支

援を行っていること。 

リユース部品の選定 
リユース部品について設計段階から選定し、

共通化・標準化に配慮していること。 

製品での配慮 
リユース対象部品の分解・組立性に配慮して

いること。 
リユース（再使用化）

部品のリユース設計 
リユース対象部品への表示、清掃・洗浄、与

寿命判定の容易性に配慮していること。 

リサイクル可能な材料を選択していること。

プラスチックの種類の統一化及び材料表示を

行っていること。 材料 

リサイクル困難な部材の使用削減を図ってい

ること。 

リサイクル 

（再資源化） 

分解容易性 
事前分別対象部品の分解容易性に配慮してい

ること。 
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判断基準 
①梱包及び養生に使用する物品が特定調達品目に該当する場合は、判断基準を満

たしている物品が使用されていること。 
②反復利用可能な梱包用資材及び養生用資材が使用されていること。 
③引越終了後に梱包用資材の回収が実施されていること。 
④自動車による輸送を伴う場合には、次の要件を満たすこと。 
ア．エネルギーの使用の実態及びエネルギーの使用の合理化に係る取組効果の

把握が定期的に行われていること。 
イ．エコドライブを推進するための措置が講じられていること。 
ウ．大気汚染物質の排出削減、エネルギー効率を維持する等の環境の保全の観

点から車両の点検・整備が実施されていること 

引越輸送 

配慮事項 

①環境負荷低減に資する引越輸送の方法の適切な提案が行われるものであるこ

と。 

②梱包用資材及び養生用資材について、一括梱包や資材の使用削減を図るなどの

省資源化に配慮されていること。 

③梱包用資材及び養生用資材には、再生材料又は、植物を原料としたプラスチッ

クであって環境負荷低減効果が確認されたものが使用されていること。また、

再生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

④自動車による輸送を伴う場合には、次の事項に配慮されていること。 

ア．エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号）に基づく

「貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する貨物輸送事業者の判

断の基準（経済産業省・国土交通省告示第７号（平成18年3月31日）」及び

「貨物の輸送に係る電気の需要の平準化に資する措置に関する電気使用貨物

輸送事業者の指針」（経済産業省・国土交通省告示第２号（平成26年1月17

日）」を踏まえ、輸送におけるエネルギーの使用の合理化及び電気の需要の

平準化に資する措置の適切かつ有効な実施が図られていること。 

イ．低燃費・低公害車の導入を推進するとともに、可能な限り低燃費・低公害

車による輸送が実施されていること。 

ウ．輸送効率の向上のための措置が講じられていること。 

エ．エコドライブを推進するための装置が可能な限り導入されていること。 

オ．道路交通情報通信システム（VICS）対応カーナビゲーションシステムや自

動料金収受システム（ETC）等、高度道路交通システム（ITS）の導入に努め

ていること。 

カ．自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削減等に関する特別措置法（平成4年法律第70号）の対策地域において輸送

する場合にあっては、可能な限り排出基準を満たした自動車による輸送が行

われていること。 

備考） １ 本項の判断基準の対象とする「引越輸送」とは、庁舎移転等（庁舎・ビル間移転、庁舎

・ビル内移動、フロア内移動を含む。）に伴う什器、物品、書類等の引越輸送業務及びこ

れに附帯する梱包・開梱、配置、養生等の役務をいう。ただし、美術品、精密機器、動植

物等の特殊な梱包及び運送、管理等が必要となる品目は除く。 

２ 判断基準③は、段ボール等紙製の梱包用資材が業務提供者によって提供される場合に適

用し、発注者の求めに応じて回収を実施する。ただし、あらかじめ回収期限及び回数を定

めるものとする。 

３ 判断基準④及び配慮事項③は、引越輸送の元請か下請かを問わず、自動車による輸送を

行う者に適用する。 

４ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ 10 のすすめ」（平

成 24 年 10 月）に基づく運転をいう。 

 （参考）①ふんわりアクセル『ｅスタート』②車間距離にゆとりをもって、加速・減速の

少ない運転③減速時は早めにアクセルを離そう④エアコンの使用は適切に⑤ムダ
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なアイドリングはやめよう⑥渋滞を避け、余裕をもって出発しよう⑦タイヤの空

気圧から始める点検・整備⑧不要な荷物はおろそう⑨走行の妨げとなる駐車はや

めよう⑩自分の燃費を把握しよう 

５ 判断基準④イの「エコドライブを推進するための措置」とは、次の要件をすべて満たす

ことをいう。 

ア．エコドライブについて運転者への周知がなされていること。 

イ．エコドライブに係る管理責任者の設置、マニュアルの作成（既存マニュアルの活用を

含む）及びエコドライブの推進体制を整備していること。 

ウ．エコドライブに係る教育・研修等を実施していること。 

エ．運行記録を運転者別・車種別等の適切な単位で把握し、エネルギーの使用の管理を行

っていること。 

６ 判断基準④ウの「車両の点検・整備」とは、日常点検、定期点検の実施等道路運送車両

法等において規定されている事項を遵守するほか、車両のエネルギー効率を維持する等環

境の保全を目的に、別表に示した点検・整備項目に係る自主的な管理基準を定め、実施し

ていることをいう。 

７ 配慮事項①の「引越輸送の方法の適切な提案」は、発注者に対し、具体的な提案が可能

となる契約方式の場合に適用する。 

８ 「再生材料」とは、使用された後に廃棄された製品の全部若しくは一部又は製品の製造

工程の廃棄ルートから発生する端材若しくは不良品を再生利用したものをいう（ただし、

原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

９ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の

LCA 専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

１０ 配慮事項④イの低燃費・低公害車とは、本基本方針に示した「１１－１ 自動車」を

対象とする。 

１１ 配慮事項④ウの「輸送効率の向上のための措置」とは、次の事項に配慮することをい

う。 

ア．エネルギーの使用に関して効率的な輸送経路を事前に選択し、運転者に周知している

こと。 

イ．渋滞情報等を把握することにより、適切な輸送経路を選択できる仕組みを有している

こと。 

ウ．輸送量、地域の特性に応じた適正車種の選択をしていること。 

１２ 調達を行う各機関は、次の事項に十分留意すること。 

ア．引越に伴い発生する廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を第三者に依頼する場合に

は、一般廃棄物については市町村又は一般廃棄物処理業者（廃棄物処理法施行規則第 2

条第 1項及び第 2条の 3第 1項に該当するものを含む）に、産業廃棄物については産業

廃棄物処理業者（同法施行規則第 9条第 1項及び第 10 条の 3第 1項に該当するものを

含む）にそれぞれ収集若しくは運搬又は処分を委託する必要がある。なお、一般廃棄物

の収集又は運搬については委任状を交付した上で引越事業者に依頼することも可能であ

る。 

イ．引越輸送業務と併せて廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を委託する場合には、委託

基準に従う必要があり、産業廃棄物については、収集又は運搬を委託する産業廃棄物収

集運搬業者及び処分を委託する産業廃棄物処分業者とあらかじめ契約し、運搬先である

産業廃棄物処理施設の所在地及び処分方法を確認するとともに、最終処分される場合に

は最終処分場の所在地の確認が必要である。また一般廃棄物についても、産業廃棄物に

準じた確認を行うことが望ましい。 

ウ．廃棄物の引渡しにおいて、産業廃棄物については、引渡しと同時に産業廃棄物管理票

（マニフェスト）を交付し、運搬及び処分の終了後に処理業者からその旨を記載した産

業廃棄物管理票（マニフェスト）の写しの送付を受け、委託内容どおりに運搬、処分さ

れたことを確認する必要がある。また一般廃棄物についても、産業廃棄物に準じた確認

を行うことが望ましい。 
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判断基準 
○委託契約等により会議の運営を含む業務の実施に当たって、次の項目に該当す

る場合は、該当する項目に掲げられた要件を満たすこと。 

①紙の資料を配布する場合は、適正部数の印刷、両面印刷等により、紙の使用

量の削減が図られていること。また、紙の資料として配布される用紙が特定

調達品目に該当する場合は、当該品目に係る判断基準を満たすこと。 
②ポスター、チラシ、パンフレット等の印刷物を印刷する場合は、印刷に係る

判断基準を満たすこと。 

会議運営 

配慮事項 

①紙の資料、印刷物等の残部のうち、不要なものについては、リサイクルを行う

こと。 

②飲料等が提供される場合には、容器包装の返却・回収が行われていること。ま

た、可能な限り、容器包装の再使用を行うこと。 

③自動車により資機材の搬送、参加者の送迎等を行う場合は、可能な限り、低燃

費・低公害車が使用されていること。また、エコドライブに努めていること。 

④会議の参加者に対し、公共交通機関の利用、クールビズ・ウォームビズの奨励

等の環境負荷低減に資する取組に関する情報提供がなされていること。 

⑤資機材の搬送に使用する梱包用資材については、可能な限り簡易であって、再

生利用の容易さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 「低燃費・低公害車」とは、本基本方針に示した「１３ 公用車等」に示した品目「自

動車」を対象とする。 

２ 「エコドライブ」とは、エコドライブ普及連絡会作成「エコドライブ 10 のすすめ」

（平成 24年 10 月）に基づく運転をいう。 

 （参考）①ふんわりアクセル『ｅスタート』②車間距離にゆとりをもって、加速・減速の

少ない運転③減速時は早めにアクセルを離そう④エアコンの使用は適切に⑤ムダなアイドリ

ングはやめよう⑥渋滞を避け、余裕をもって出発しよう⑦タイヤの空気圧から始める点検・

整備⑧不要な荷物はおろそう⑨走行の妨げとなる駐車はやめよう⑩自分の燃費を把握しよう
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別 表 

車両のエネルギー効率の維持等環境の保全に係る点検・整備項目 
【点検・整備の推進体制】 

□ 点検・整備は、明示された実施計画に基づき、その結果を把握し、記録として残している

こと。 
 

□ 点検・整備結果に基づき、点検・整備体制や取組内容について見直しを行う仕組みを有す

ること。 

【車両の適切な点検・整備】 

■ 点検・整備を整備事業者に依頼するに当たっては、車両の状態を日常から把握し、その状

況について伝えていること。 

■ 目視により黒煙が増加してきたと判断された場合には、点検・整備を実施していること。
 

■ フロン類の大気中への放出を抑制するため、カーエアコンの効き具合等により、エアコン

ガスが減っている（漏れている）と判断された場合には、カーエアコンの点検・整備を実

施していること。 

【自主的な管理基準による点検・整備】 

（エア・クリーナ・エレメント関連） 

■ エア・クリーナ・エレメントの清掃・交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート

等を参考に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施しているこ

と。 

（エンジンオイル関連） 

■ エンジンオイルの交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距

離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

■ エンジンオイルフィルタの交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参考

に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

（燃料装置関連） 

□ 燃料装置のオーバーホールや交換に当たっては、メーカーのメンテナンスノート等を参考

に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

（排出ガス減少装置関連） 

■ 排出ガス減少装置（DPF、酸化触媒）の点検に当たっては、メーカーのメンテナンスノー

ト等を参考に、走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施しているこ

と。 

（その他） 

■ タイヤの空気圧の点検・調整は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距離又

は使用期間による自主的な管理基準を設定し、空気圧の測定に基づき実施していること。

□ トランスミッションオイルの漏れの点検は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、

走行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

 

□ トランスミッションオイルの交換は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距

離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 
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□ デファレンシャルオイルの漏れの点検は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走

行距離又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

□ デファレンシャルオイルの交換は、メーカーのメンテナンスノート等を参考に、走行距離

又は使用期間による自主的な管理基準を設定し、実施していること。 

注：「■」は車両の点検・整備に当たって必ず実施すべき項目 

「□」は車両の点検・整備に当たって実施するよう努めるべき項目 

 

 


